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■「地域におけるゼロ・エミッション構想推進のためのエコタウンプラン（環境と調和したまちづくり計画）策定要領及び承認基

準等について」（経済産業省・環境省，2004.3）   

■「平成18年度“グリーン・サービサイジングモデル事業”の概要～環境負荷低減効果の高いサービス提供型ビジネスへ」（経

済産業省産業技術環境局環境政策課環境調和産業推進室，2006.2） 

■「環境JISの策定促進のアクションプログラムについて～規格のグリーン化に向けて」（日本工業標準調査会環境・資源循環

専門委員会戦略WG，2002.4）   

■「LCAプロジェクトの現状と今後の在り方～LCA日本フォーラム」（経済産業省産業技術環境局環境政策課環境調和産業推

進室，2003.6）   

■「エコアクション21（環境活動評価プログラム）2004年版」（環境省，2004.3） 

■「事業者の環境パフォーマンス指標ガイドライン（2002年版）」（環境省，2003.4） 

■「環境会計ガイドライン（2005年版）」（環境省，2005.2）   

■「環境報告書ガイドライン（2003年版）」（環境省，2004.3） 

■「平成15年度環境報告書基準委員会報告書」（環境省，2004.3）   

■「環境報告書の信頼性を高めるための自己評価の手引き」（環境省，2006.3）   

■「平成16年度環境にやさしい企業行動調査」（環境省，2005.9）   

■「グリーン調達調査共通化ガイドライン（第2版）」（グリーン調達調査共通化協議会，2004.6）   

■「CSRの見地からのグリーン物流推進企業マニュアル」（国土交通省，2006.3）   

■「ISOにおけるCSRの議論の動向について」（経済産業省産業技術環境局基準認定ユニット，2004.5.26） 

■「企業の社会的責任（CSR）を取り巻く現状について」（経済産業省，2004.4）   

■「CDM／JI事業調査事業実施マニュアル」（環境省，(財)地球環境センター，2005.9）   

■「京都メカニズム利用ガイド Version4.3」（経済産業省，2003.9.8） 

■「あなたにもできる構造改革－改革特区のつくり方」（内閣官房構造改革特区推進室，2005.10）   

■「都市再生施策の進捗状況等」（都市再生本部，2004.4）   

■「構造改革特別区域計画の第11回認定及び地域再生計画の第４回認定等について」（内閣府構造改革特区担当室地域再

生事業推進室，2006.6.29）   

■「産業技術総合研究所 中期計画」（(独)産業技術総合研究所，2005.3.1） 

■「産業技術総合研究所 第2期研究戦略（平成18年版）」（(独)産業技術総合研究所，2006.4）   

■「産業技術総合研究所 平成18年度年度計画」（(独)産業技術総合研究所，2006）   

■「新エネルギー・産業技術総合開発機構 平成18年度計画」（(独)新エネルギー・産業技術総合開発機構，2006）   

■「国立環境研究所 2050年脱温暖化プロジェクト」（（独）国立環境研究所，2004） 

■「バイオマス・ニッポン総合戦略」（閣議決定，2006.3） 

■「人間環境宣言」（国連人間環境会議，1972.6.16）   

■「ナイロビ宣言（1982年の環境：回顧と展望）」（UNEP管理理事会特別会合，1982.5.18）  ■「東京宣言」（国連環境特別委

員会最終会合，1987）   

■「環境と開発に関するリオ宣言」（国連環境開発会議，1992.6）   

■「気候変動枠組条約」（国連環境開発会議，1992.5）   

■「生物多様性条約」（国連環境開発会議，1992.5） 

■「森林原則声明」（国連環境開発会議，1992.6）   

■「アジェンダ21」（国連環境開発会議，1992.6）   

■「国連持続可能な開発のための教育の10年に関してユネスコが策定する国際実施計画への提言」（日本ユネスコ国内委員

会，2003.7.29） 

■「持続可能な開発に関するヨハネスブルグ宣言」（持続可能な開発に関する世界首脳会議，2002.9）   

■「OECD環境アウトルック」（経済協力開発機構（OECD），2001.4）   

■「地球温暖化対策推進大綱－2010年に向けた地球温暖化対策について－」（地球温暖化対策推進本部，1998.6.19）   

■「地球温暖化対策推進大綱（新大綱）」（地球温暖化対策推進本部，2002.3.19） 

■「気候変動に関する国際連合枠組条約の京都議定書の締結及び地球温暖化対策の推進に関する法律の一部を改正する



法律について」（環境省地球環境局地球温暖化対策課，2002.6.7）   

■「京都メカニズム利用ガイド Version5.4」（経済産業省，2004.1.8） 

■「2005年オゾン層観測報告」（気象庁，2005）   

■「気候変動監視レポート2005」（気象庁，2006.3）   

■「酸性雨対策調査総合とりまとめ報告書について」（環境省，2004.6.25）   

■「循環型社会形成推進基本法」（2000.6.2 法律第110号） 

■「循環型社会形成推進基本計画」（2003.3.14 閣議決定）   

■「資源の有効な利用の促進に関する法律（資源有効利用促進法）」（1991.4.26 法律第48号）   

■「特定家庭用機器再商品化法（家電リサイクル法）」（1998.6.5 法律第97号） 

■「容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律（容器包装リサイクル法）」（1995.6.16 法律第112号） 

■「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法）」（2000.5.31 法律第104号）   

■「食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律（食品リサイクル法）」（2000.6.7 法律第116号）   

■「使用済自動車の再資源化等に関する法律（自動車リサイクル法）」（2002.7.12 法律第87号）   

■「廃棄物の処理及び清掃に関する法律（廃棄物処理法）」（1970.12.25 法律第137号）  ■「特定産業廃棄物に起因する支

障の除去等に関する特別措置法」（2003.6.18 法律第98号） 

■「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の促進に関する特別措置法（PCB特措法）」（2001.6.22 法律第65号）   

■「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）」（2000.5.31 法律第100号）   

■「今後の取り組むべき3R対策の重点課題」（経済産業省産業技術環境局，2003.9.8）   

■「産業廃棄物行政と政策手段としての税の在り方に関する検討会・最終報告」（2004.6.28）  ■「環境の保全のための意欲

の増進及び環境教育の推進に関する法律」（2003.7.25 法律第130号） 

■「化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律(化審法)の一部を改正する法律」（2003年法律第49号）   

■「ダイオキシン類対策特別措置法」（1999年法律第105号）   

■「平成16年度ダイオキシン類に係る環境調査結果」（環境省，2005.11） 

■「ダイオキシン類の排出量の目録（排出インベントリー）」（環境省，2005.11）   

■「化学物質の内分泌撹乱作用に関する環境省の今後の対応方針について－ExTEND2005－」（環境省，2005.3）   

■「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律（化学物質排出把握管理促進法・化管

法）」（1999年法律第86号）   

■「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律施行令」（2000年政令第138号）   

■「平成16年度PRTRデータの概要－化学物質の排出量・移動量の集計結果－」（経済産業省製造産業局化学物質管理課，

環境省環境保健部環境安全課，2006.2.24）   

■「アスベスト問題に関する政府の過去の対応の検証について」（アスベスト問題に関する関係閣僚による会合，2005.9.29） 

■「アスベスト問題に係る総合対策」（アスベスト問題に関する関係閣僚による会合，2005.12.27）   

■「石綿製品の全面禁止に向けた石綿代替化等検討報告書」（厚生労働省石綿製品の全面禁止に向けた石綿代替化等検

討会，2006.1）   

■「石綿・石綿製品を取り扱う立場と石綿に係る主要法規等」（社団法人日本石綿協会「法規制対応マニュアル」2006.5） 

■「大気汚染防止法」（1968.6.10法律第97号，最終改正：2006.2.10法律第5号）   

■「大気汚染防止法の概要」（環境省，2006.10） 

■「平成16年度大気汚染状況について」（環境省，2005.8）   

■「VOCの排出規制制度（関係法令等）概要」（環境省） 

■「水質汚濁防止法」（1970.12.25法律第138号、最終改正：2005.4.27法律第33号）   

■「平成16年度公共用水域水質測定結果」（環境省，2005.12.20）   

■「第6次水質総量規制の在り方について（答申）」（中央環境審議会，2005.5） 

■「湖沼水質保全特別措置法」（1984.7.27法律第61号，最終改正：2005.6.22法律第69号）   

■「瀬戸内海環境保全特別措置法」（1973.10.2法律第110号，最終改正：2005.4.27法律第33号）   

■「海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律」（1970.12.25法律第136号，最終改正2005.7.26法律第87号）   

■「土壌汚染対策法」（2002.5.29法律第53号，最終改正：2006.6.2法律第50号）   

■「平成15年度土壌汚染対策法の施行状況及び土壌汚染調査･対策事例等に関する調査結果の概要」（環境省水･大気環

境局，2005.12）   

■「農用地の土壌の汚染防止等に関する法律」（1970.12.25法律第139号，2005.4.27法律第33号） 

■「農用地土壌汚染防止対策の概要」（環境省，2005.12）   

■「ダイオキシン類対策特別措置法」（1999.7.16法律第105号，最終改正：2005.4.27法律第33号）   

■「平成16年度ダイオキシン類に係る環境調査結果」（環境省，2005.11.25）   

■「騒音規制法」（1968.6.10法律第98号，最終改正：2005.4.27第33号）   

■「平成16年度騒音規制法施行状況調査」（環境省，2005.11.29） 

■「振動規制法」（1976.6.10法律第64号，最終改正：2004.6.9法律第94号）   

■「平成16年度振動規制法施行状況調査」（環境省，2005.11.29）   



  

■「工業用水法」（1956.6.11法律第146号，2000.5.31法律第91号）   

■「平成16年度全国の地盤沈下地域の概要」（環境省，2005.12）   

■「平成18年度日本の水資源」（環境省，2006.8）   

■「悪臭防止法」（1971.6.1法律第91号，最終改正：2006.6.2法律第50号）   

■「平成16年度悪臭防止法施行状況調査」（環境省，2005.11.29）   
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